
　　　様式第２号(事業別概要) No.

款 大事業

項 中事業

目 担当所属

予算種別 補助/単独 事業区分
前年度

増減額
前々年度 5年間計画額

当初予算額 決算額

実施計画

本年度事業費 (歳　入) (歳　出) 財源内訳 一般財源

本年度当初要求額 本年度当初要求額

本年度当初査定額 本年度当初査定額

＜事業に関する説明＞

（事業の概要） （事業の目的） （事業の効果）

（事業実施上の問題点） （前年度からの見直し点） （見積についての特記事項）

節 本年度 前年度 増減額

特
定
財
源

款 項 目 節
細
節

細
々
節

歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２４年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
3. 民生費 7. 認可外保育施設利用者・運営助成事業

3. 児童福祉費

4. 保育園費 子育て支援課

（佐倉市）　　

0

平成24年度 0

臨時 単独 3,350 △431 0
平成25年度 0

平成26年度 0

平成27年度 0

平成28年度 0

2,919 2,919

2,619 2,619

認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付 　 ・認可外保育施設に対し補助金を交付することで，施設

を受けている市内の施設に対し，職員・入所児童の健康診断等に要する ・認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けている の金銭的な負担が軽減する。

経費、損害保険に要する経費及び備品購入に要する経費の助成を行う。 ，市内認可外保育施設の運営費等の負担を軽減する。 ・扶助費を支給することで，保護者の経済的な負担が軽減される。

・市内在住で，認可保育園の待機児童が認可外保育施設に入所している ・認可外保育施設を利用する，認可保育園待機児童の保護者負担を軽減

場合，保護者に対し毎月の保育料助成を行う。 する

２４年度に国，県の補助制度が整備される予定で 施設運営費等補助金の対象施設を４施設で積算。

はあるが，交付対象要件が厳しいために，実際に補助を受けることがで

きる施設がない状況である。

19 939 1,250 △311

20 1,680 2,100 △420

差引一般財源 2,919 2,619 3,350 △731


